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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
Ⅰ　審査経過
　本学位申請論文については、本学学位規程等に基づいて、05年６月9日に、３名の審査委員による公開
の口頭試問を実施した。この口頭試問においては、申請者から改めて本論文の問題意識および論文内容の概
略について説明を受けたうえで、審査委員との間で質疑応答がなされた。
　質疑応答においては、雇用関係終了後の「競業禁止特約」に関する英米判例の考え方について、本論文の
分析手法や分析内容等について議論が行われた。とりわけ、本論文の主要な問題関心である「競業禁止特約」
の合理性判断における「不確実性」の問題、およびイノベーションの促進に向けた「競業禁止特約」の有効
性判断のあり方の問題の２つの課題を中心に、わが国にどのような示唆がもたらし得るか等について質疑応
答が行われた。
Ⅱ　総合的評価
　本論文は、「競業禁止特約」の有効性判断における「不確実性」の問題をはじめとして、アメリカにおける「競
業禁止特約」の法的処理をめぐる様々な論点に関する裁判例の展開について、これに影響を与えたイギリス
法の歴史を正確に踏まえつつ、丹念に跡づけた論考である。わが国にはこのテーマに関して英米法の動向を
労働法の視点から本格的に跡付けた先行研究がほとんどなく、本論文は、雇用関係終了後の「競業禁止特約」
の有効性の問題を中心に、わが国における労働法研究の分野に貴重な知見をもたらすものであると言うこと
ができる。
　加えて、本論文は、これまでの「競業禁止特約」をめぐる、わが国労働法学説・判例における議論に、わ
が国の社会状況の変化を踏まえつつ再検討を促す新たな視点や検討材料を併せて提供する貴重な業績となっ
ていると評価することができる。わが国においては、労働力の流動化が高まりつつあり、これに伴って、退
職労働者による企業の「営業秘密」の漏洩・流出の問題が多発する社会状況にある。本論文は、こうした社
会状況を踏まえつつ、企業による自己防衛手段として一般的に利用されている「競業禁止特約」について、
特にその有効性判断の「不確実性」をどう解消するのかという未解決の課題に加えて、労使の利害調整の問
題を超えて、技術革新の一層の促進という産業政策的な視点からみて、そもそも「競業禁止特約」の有効性
判断はいかにあるべきかという、ややチャレンジングな問題提起を行っている。それら２つの課題を中心と
する本論文による私見の提示が、わが国における「競業禁止特約」に関する問題の再検討に重要な貢献をも
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たらし得るものと評価することができるということである。
　具体的には、まず「競業禁止特約」の有効性判断の「不確実性」の解消については、本論文が詳細に明ら
かにしているとおり、アメリカ連邦法のレベルでは、979年のトレード・シークレット法の制定以降、同法
にいう「営業秘密」の限度で企業利益の保護がなされているが、「営業秘密」の範囲を超える情報の漏えい
や顧客の引抜きを禁止する特約の有効性については、コモン・ロー上での処理がなされてきた。その際に適
用されている基準がまさに「合理の原則」といわれる基準であり、わが国で労使の利害調整のための基準と
して用いられている「合理性」基準に類似する基準が用いられてきた。その適用に関して、アメリカにおい
ても、わが国と同様に「不確実性」の問題の存在が認識されてきた。この問題について、本論文は、アメリ
カにおいても、この「不確実性」問題を完全に解決する基準が提示されているわけではないとしつつも、具
体的で明確な判断基準の確立に向けた動きがみられるとしている。とりわけ、州レベルでは、バラエティが
あるとはいえ、「競業禁止特約」の合理性判断にあたり、競業禁止が、①地理的制限や競業禁止期間の点で
使用者の正当な利益の保護の必要性を超えていないか、②労働者の地位や専門性の程度等から判断して労働
者の生活権を侵害していないか、③「競業禁止特約」が主として独占や価格支配を目的とし、社会に対して
損失を生むことで公序良俗に反していないか、といった判断要素が案出され、参考になるとまとめている。
本論文は、「競業禁止特約」の有効性についてアメリカにおけるこうした判断要素を用いた具体的な判断と
有効性の有無に関する厳格な判断傾向を明らかにしており、わが国でのこれまでの「合理性」判断の基準に
つき再検討を促す有用な示唆を引き出していると評価できる。　
　また、本論文は、イギリスにおいて、「競業禁止特約」が「不確実性」を伴うとして、その有効性が判例
上制限的に扱われたために、使用者の側で、「競業禁止特約」に代えて、「ガーデン・リーヴ」なる条項が案
出され、その利用が進んでいることに着目し、「ガーデン・リーヴ」条項の利用実態とともに、その有効性
を認める判例の傾向やその根拠を詳細に分析している。本論文は、この分析とともに、わが国においてこう
した条項の利用によって、「競業禁止特約」の持つ「不確実性」問題の解消が可能かどうかにつき検討を試
みており、貴重な示唆を与えるものとなっている。
　次に、本論文が提示した第２の課題である、技術革新の障害となり得る「競業禁止特約」をどう考える
かという点については、アメリカの州によっては、限定的であるが、その有効性を認める判例がある一方
で、カリフォルニア州におけるように、そもそも「競業禁止特約」を原則として禁止する立法例があること
や、ルイジアナ州におけるように、取引活動を制限する契約一般を禁止する立法の適用範囲に「競業禁止特
約」も含めて解釈する判例がみられること等、「競業禁止特約」の有効性に関して様々なスタンスがあり得
ることが分析されている。わが国におけるように、「競業禁止特約」を一応、有効としつつ、労働者保護の
視点から一定の枠をはめるという考え方に留まらない考え方のあることを明らかにしている。特に、技術革
新の促進の視点から「競業禁止特約」の適用範囲をできるだけ制限するべきであるとする本論文と同様のス
タンスを採る見解からは、立法政策だけでなく、法解釈のあり方の検討にあたり、アメリカにおけるこれら
の知見は貴重な示唆を与えるものと評価できる。
　本論文により得られる知見は、これら２点にとどまらない。「競業禁止特約」をめぐる個別の問題を扱っ
た各章からも有益な示唆を得ることができる。わが国ではまだ問題となっていないが、少なくとも整理解雇
による被解雇者への「競業禁止特約」の適用はわが国においても無効であろうし、あるいは、わが国におい
て利用されている「競業避止義務」は、労働者や顧客の「引抜き禁止特約」をも含む特約としての性格を持
つ場合が多い実態があるが、「競業禁止特約」と「引抜き禁止特約」のそれぞれの有効性をめぐるアメリカ
の判例の判断基準の違いも、「競業避止義務」の有効性判断において大いに参考となるといえる。
　以上のとおり、本論文による英米法における「競業禁止特約」についての広範な視点からの分析は、わが
国における「競業禁止特約」ついてのこれまでの処理方法に再検討を促すだけでなく、新たな論点について
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の知見をも提示するものとして、その成果は高く評価できる。
　ただし、本論文については、残された課題として次の点を指摘しておきたい。「競業禁止特約」をめぐる
英米の学説、判例の丹念な分析の成果を、わが国の「競業禁止特約」の問題処理にどのように具体的に取り
込んでいくことになるのかについて、さらに踏み込んだ具体的な検討作業が期待されることである。この点
の検討作業は、わが国における労働力の流動化の進行状況や「営業秘密」をめぐる不正競争防止法等、現行
の立法規制の今後の改正動向を見極めつつ進められることが求められるといえよう。
Ⅲ　結論
　以上、口頭試問による審査を踏まえ、３人の審査委員は、本学学位規程等に定められているとおり、本学
位申請論文が、「研究者として期待される独創的な研究成果を含むと評価できる論文」であること、また申
請者樫原義比古氏が、「研究者として自律して研究活動を行うに必要な高度の研究能力及びその基礎となる
豊かな学識を有すること」を確認することができた。
　よって、本論文が博士学位（乙号）（いわゆる論文博士学位）の申請論文としての水準を十分に充たす研
究業績である、との結論に全員一致で達したことを、ここに報告する次第である。
